












計法（法律第 53 号）の第 27 条に「事業所母集団データベースの整備」が盛り込まれたことを契機
に、ビジネス・レジスターの整備に向けての取り組みがようやく開始されたところである。 
 筆者がビジネス･レジスターの研究に取り組むようになったのは、イギリスの国家統計局（ONS）が
その整備に取り組んできた IDBR（Inter-departmental Business Register）の存在を 2000年代初頭
に知ったことがその契機となっている。なお、IDBR の構造や機能については、法政大学日本統計
研究所の『統計研究参考資料』No.86、2004年 10月で詳しく紹介した。イギリスの IDBRを皮切りに、

























 筆者は、2011 年 9 月にフィンランド統計局において、同国のビジネス・レジスターに関するインタ
ビュー調査を実施した。周知のように、フィンランドは、レジスター･ベースの統計システムを持つ北
欧諸国に属する。その点では、今日なお統計調査が政府統計作成における主要な情報源となっ

























  本節ではまず、フィンランドにおけるビジネス・レジスターの今日に至る歩みを概観しておく。 
フィンランドでは、1952 年に最初の経済センサスが実施された。しかし、同国における経済セン
サスは、1964年を最後にその後実施されていない。また、1960年代には、税務当局が取引税登録
（Turnover Tax Register: TTR）の整備に着手し、1968年にはすでにビジネス・レジスターが作成さ
れている。なお、当初のビジネス・レジスターの更新は、2年周期とされていた。なお、このビジネス・
レジスターでは、取引税の徴収単位としての企業あるいは事業所に近い概念とされる地域活動単
位（Local Kind of Activity Units： LKAU）が収録の統計単位として用いられていた。 
1970 年代には、新たに税務当局が提供する月次の賃金登録が、当初、年 2 回の頻度でビジネ
ス・レジスターの更新に利用できるようになった。さらに、税務当局では、1980 年代には、企業の損














 2001 年に税務当局のビジネス ID と特許登記庁（National Board of Patents and Registration: 
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 〔出所〕Tuula Viitaharju (2011b) p.8 






























とによって、ビジネス・レジスター・サービス・データベース（Business Register Service Database、以





































収録情報      〔行政データ〕              〔調査データ〕      〔その他のデータ〕 
         税務当局、特許登記庁、中央銀行    フィンランド統計局    民間データサービス 
 
          プロファイリング 
          （開業、廃業等）            BR 作成 DB 
作成・更新                        (PRoDB) 
          １９９３ 
                           ２０１１      
BR 年次ファイル（＊）                BR サービス DB 
                                                                      (SeDB) 
 
               BR 統計                      調査支援サービス 
提供サービス   ・報告書 Suomen yritykset                ・サンプルフレーム  
                  ・統計のネット提供 PXWeb files            ・所在地等の情報提供 
                  ・“KunTo”                         ・他の登録情報の補足・更新 
                  ・オーダーメイド統計サービス             ・他の登録のプロファイリング 
  （＊）対象事業所・企業：6か月以上活動し 1.5人以上の雇用又は売上高 9636EUR/年以上 




 欧州連合の規則（REGULATION (EC) No 177/2008）は、その付録資料に法人（legal unit: LeU）、
企業（enterprise: ENT）、地域単位（local unit: LU）、企業集団（enterprise group: EG）をビジネス・
レジスターが持つべき統計単位として、各単位が持つべき変数名とともに掲げている 1。なお、フィ
ンランドのビジネス・レジスターでは、この他に地域活動単位（the local kind-of-activity unit: 
LKAU）が、統計単位として追加されている 2。 
                                                   
1 EU 規則第［C］177 号：“REGULATION (EC) No 177/2008 OF THE EUROPEAN 




2 「共同体の生産システムの観察と分析のための統計単位に関する 1993 年 3 月 15 日付の
EU理事会規則（”Council Regulation (EEC) No 696/93 of 15 March 1993 on the statistical 
units for the observation and analysis of the production system in the Community”）に



































                                                                                                                                                     
KAU）、同種生産単位（the unit of homogeneous production: UHP）地域活動単位（the local 
kind-of-activity unit: LKAU）、同種生産地域単位（the local unit of homogeneous 
production: local UHP）が掲げられていた。 
3 行政組織には、これとは別に固有の識別番号が付与されている。 





 企業集団の構成にあたっては、海外の Dan & Bradstreet社や Bureau Van Daiik社の他、フィン



































































































表 1 ビジネス・レジスター収録変数例 
企業レコード （記入） 地域単位レコード （記入） 企業集団レコード （記入）
企業コード *******-* 事業所コード ********* 企業コード *******-*
名称 ○○ 名称 ○○ 名称 ○○
所在地 ○○ 所在地 ○○ 企業集団コード *******
郵便番号 ***** 郵便番号 ***** 企業集団名 ○○
所在地の郵便局 ○○ 所在地の郵便局 ○○ 企業集団のタイプ ○○
市町村コード *** 電話局番 **等 企業集団の国籍 フィンランド等
市町村名 ヘルシンキ等 電話番号 ***** 企業集団のタイプ２ ○○
産業コード ***** 所在市町村コード *** 親子等の別 親/子/孫・・
産業名 ホテル等 所在市町村名 ヘルシンキ等
法的形態コード ** 産業コード *****
法的形態 有限会社等 産業名 ホテル等
言語コード * 従業員規模コード *
言語名 ○○ 従業員規模 階級区分表示
電話番号 ********** 当該市区町村内の従業員数実数









傘下事業所数 事業所数   





















                                                   
5 税務当局から提供される企業の名簿情報とは次のようなものである。 




















 税務情報は、第一回目の提供で売上高と賃金･報酬額全体の約 9 割をカバーしている。しかし、
税務情報には、情報の把握時点とフィンランド統計局にそれが提供されるまでの間に、少なからず
タイムラグが存在する。例えば源泉徴収登録データは、最長で把握時点から 3 週間の、また VAT














録（Buildings and Dwellings Register）からビジネス・レジスターに供給される 8。なお、地域単位の敷
                                                   
6 それまで四半期で提供されていたが、2005 年からは月次で提供されるようになった。 

































ド統計局に報告されるまでに多少の時間を必要とする。速報統計（short term statistics: STS）の作
成にタイムリーな行政情報入手できない場合、統計調査を実施することによって直接データの収集
を行う必要がある。 



























































〔出所〕Jarmo Ranki (2011) 報告資料 
 

















                                                   






























ヨーロッパでは、Dun & Bradstreet社や Bureau van Dijk社が保有する企業情報が、企業集団レ
ジスターの維持、更新に広く用いられている。フィンランドでは、両社に加え、国内の民間データハ









                                                   









































                                                   







































  構造統計は PRoDBから年 1回の頻度で定期的に更新される年次ファイルに基づいて作成され
る。年次ファイルは更新作業完了後 1 か月以内にフィンランド銀行に提供されているほか、それか
ら作成される統計は、『企業･事業所年報』（Suomen yritykset）として公刊され、ウエブ提供も行わ





  （ⅱ）速報統計 








の他にも、フィンランド銀行と税務当局に対しては、月次で速報データ（short term statistics: STS）




















                                                   
13 EU とユーロ圏では、域内の加盟国について必要な統計を時宜的に整備する目的で、欧
州標本企画（European sample scheme: ESS）が作られている。このうち速報統計に関す
る ESS は、2005 年 7 月 6 日付の規則第 1158 号で、その施行細則は、2007 年 6 月 14 日の
































るほか、調査実施のたびに企業報告者登録（Enterprise Informant Register: EIR）を常に維持更新
している。このERRには、報告側の担当者名のほか、電話、Fax、Eメールといった調査や照会に必
要な様々な連絡情報が格納されている。 
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 本稿は、2011年 9月 5日～7日にフィンランド統計局（経済動向部）において実施した調査の席
上配布された各資料（参考文献参照）と当日の各説明担当官との質疑、さらには 2012 年 1 月 31
日に日本統計研究所が開催した第 1 回国際ワークショップ「ビジネス・レジスターの新たな挑戦-北
欧諸国の事例」における報告者との質疑に基づいている。フィンランド統計局経済動向部ビジネ
ス・レジスター課の上席統計官諸氏、とりわけ Jukka T. Pakola と Marko T. Tuomiaro両氏にこの場
でお礼を申し述べておきたい。 










“REGULATION (EC) No 177/2008 OF THE EUROPEAN PARLAMENT AND OF THE 






1.2b. 最も詳細な所在地 (郵便コードを含む) 

























1.12b. ［C］その法人が支配している非居住法人の VAT 登録番号 
1.13a. その法人が支配している非居住法人の登録国、識別番号、名称および所在地 










地、および VAT 登録番号および(ｃ)株式保有(%) 
1.16. ［C］その法人を所有する非居住法人の(a)登録国、(b)識別番号又は名称、所在





2.2b. 最も詳細な所在地 (郵便コードを含む) 






2.6. 主活動コード（NACE 4 桁レベル） 
2.7. [C] （もしある場合には）二次的活動（NACE 4 桁レベル）これは調査対象とな
った地域単位のみ 
2.8. [O] それが属する企業の副次的活動として地域単位が行う活動の有無 
2.9. 雇用者数 
2.10a. 雇用数 















3.6. 主活動コード（NACE 4 桁レベル） 
24 
 




3.9b. [O] フルタイム換算雇用数 
























4.7. 全居住企業集団/境域で分断された企業集団主活動コード（NACE 2 桁レベル） 
4.8. [O] 全居住企業集団/境域で分断された企業集団の二次的活動（NACE 2 桁レベ
ル） 
4.9. 全居住企業集団/境域で分断された企業集団の雇用者数 
4.10. [O] 連結売上高 
＜多国籍企業集団についての追加収集情報 (4.4 のタイプ 2 および 3)＞ 







4.12b. [O] 世界の企業集団本部の登録国、郵便住所、e-メールアドレス、URL 
4.13a. 企業集団本部が居住者の場合、世界の本部識別番号(企業集団本部である法人
の識別番号と同じ)。企業集団本部が非居住者の場合はその登録国。 
4.13b. [O] （非居住企業集団の場合）世界の集団組織の識別番号、名称、所在地 
〔経済的/制度的情報〕 
4.14. [O] 世界の雇用者数 
4.15. [O] 世界の総売高 
4.16. [O] 世界の意思決定センターの所在国 
4.17. [O] 企業と地域単位が所在する国（複数） 
 
